
総合教育会議
「美里町立小学校適正規模等検討委員会経過報告」

美里町教育委員会

令和３年１月２８日（木）



本日の流れ

１ 美里町立小学校適正規模等検討委員会について

（１）趣旨 （２）これまでの検討事項

（３）近隣市町の動き

２ 美里町の状況について

（１）児童数・生徒数の将来予測

（２）小学校１年生入学児童数の将来予測

（３）学校規模

３ 学校規模がもたらす影響について

（１）小規模校について（２）複式学級

（３）学校種の例

４ 学校視察

（１）大沢小学校通学区及び東児玉小学校

（２）皆野町立三沢小学校（複式学級）

（３）坂戸市立城山学園（小中一貫）

（４）春日部市立江戸川小中学校（義務教育学校）

５ 施設維持及び新設の場合の費用推計について

６ 参考となる自治体



１ 美里町立小学校適正規模等検討委員会について
（１）趣旨

美里町立小学校適正規模等検討委員会設置要綱

（趣旨及び設置）

第１条 美里町立小学校の将来におけるより良い教育環境と充実した学校教育実現

のための適正な規模、配置等を検討するため、美里町立小学校適正規模等検討委員

会（以下「検討委員会」という。）を設置する。



１ 美里町立小学校適正規模等検討委員会について
（２）これまでの検討事項

第１回

現在の美里町の児童生徒数及び学級数の状況と将来の見通しについて

第２回

小・中学校の適正規模・適正配置の概要について

近隣市町の動き

義務教育学校と小中一貫校について

第３回

大沢小学校の様子及び通学区視察

第４回

坂戸市立城山

学園視察報告（小中一貫校）

皆野町立三沢小学校視察報告（複式学級設置校）

第５回

東児玉小学校視察

施設維持及び新設の場合の費用推計について

同規模自治体の実例について

第６回（予定）

松久小学校視察

春日部市立江戸川小中学校視察報告



１ 美里町立小学校適正規模等検討委員会について
（３）近隣市町の動き



２ 美里町の状況について
（１）児童数・生徒数の将来予測
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美里町の将来における児童・生徒数推計
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２ 美里町の状況について
（２）小学校１年生入学児童数の将来予測
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美里町の将来における小学１年生児童数の推計

松久小 東児玉小

大沢小 ３小学校１年生の合計



学級編制について

学級編制

「公立義務教育諸学校の学級編制及

び教員定数の標準に関する法律」第３

条に規定されている、１学級の児童生

徒数（４０人）を基準とし、各都道府

県教育委員会が定めることとされてい

ます。



２ 美里町の状況について
（３）学校規模

学校規模

学校の規模に関しては、学校教育法施行規則で標準的な学級数を定めており、

小学校１２～１８学級（１学年２～３学級）、中学校１２～１８学級（１学年

４～６学級）と規定されています。（特別支援学級の学級数を除く）

〇学校教育法施行規則

第４１条 小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただ

し、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

○義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令

（適正な学校規模の条件）

第４条法第３条第１項の第４号の適正な規模の条件は、次の各号に掲げるも

のとする。

（１）学級数がおおむね１２学級から１８学級までであること。

（２）通学距離が、小学校にあってはおおむね４ｋｍ以内、中学校にあっては

おおむね６ｋｍ以内であること。

過小規模 小規模 適正規模 大規模 過大規模

1～5 6～11 12～18 19～30 31～
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２ 美里町の状況
（３）学校規模

学校基本調査（令和元年５月）埼玉県小学校、学級数別学校数（公立）

区分 本校 区分 本校 区分 本校 小学校　学校規模別集計

計 808 １４学級 88 ２９学級 10 学級数 校数 割合

０学級 2 １５学級 55 ３０学級 6 　１～１１ 186 23.1% 過少・小規模

１学級 － １６学級 36 ３１学級 3 １２～１８ 314 39.0% 適正規模

２学級 － １７学級 28 ３２学級 2 １９～４３ 306 38.0% 過大・大規模

３学級 1 １８学級 40 ３３学級 3 全体 806 100.0%

４学級 2 １９学級 36 ３４学級 4

５学級 3 ２０学級 47 ３５学級 5

６学級 22 ２１学級 41 ３６学級 2

７学級 31 ２２学級 33 ３７学級 1

８学級 60 ２３学級 27 ３８学級 2

９学級 27 ２４学級 21 ３９学級 －
１０学級 22 ２５学級 17 ４０学級 －
１１学級 18 ２６学級 26 ４１学級 －

１２学級 29 ２７学級 13 ４２学級 1

１３学級 38 ２８学級 6 ４３学級以上 －



３ 学校規模がもたらす影響について
（１）小規模校について

メリット
①一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を的確に把握でき、

補充指導や個別指導を含めたきめ細かな指導が行いやすい

②意見や感想を発表できる機会が多くなる

③様々な活動において、一人一人がリーダーを務める機会が多

くなる

④複式学級においては、教師が複数の学年間を行き来する間、

児童生徒が相互に学び合う活動を充実させることができる

⑤運動場や体育館、特別教室などが余裕をもって使える

⑥教材・教具などを一人一人に行き渡らせやすい。例えば、Ｉ

ＣＴ機器や高価な機材でも比較的少ない支出で全員分の整備が可

能である

⑦異年齢の学習活動を組みやすい、体験的な学習や校外学習を

機動的に行うことができる

⑧地域の協力が得られやすいため、郷土の教育資源を最大限に生

かした教育活動が展開しやすい

⑨児童生徒の家庭の状況、地域の教育環境などが把握しやすい

ため、保護者や地域と連携した効果的な生徒指導ができる



３ 学校規模がもたらす影響について
（１）小規模校について

デメリット

⑥教員への依存心が強まる可能性がある

⑦進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある

⑧多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい

⑨多様な活躍の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが

難しい

①集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験
を積みにくく、社会性やコミュニケーション能力が身に
つきにくい

②児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい

③協働的な学びの実現が困難となる

④教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられな
い可能性がある

⑤切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されに
くい



３ 学校規模がもたらす影響について
（２）複式学級

学級数による学校規模の分類

（公立小・中学校の国庫負担事業認定申請の手引きから引用）

複式校（極小規模校）

小学校：２個学年を合わせて１６人以下の複式学級で構
成される３学級以下の学校

中学校：２個学年を合わせて８人以下の学級と他の学年
を合わせて２学級以下の学校

小中併置校

小学校と中学校が１人の校長のもとに同一校舎で教育活
動が行われる。

「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する
手引き」（平成２７年１月２７日文部科学省）

１１ページ

【１～５学級：複式学級が存在する規模】

おおむね、複式学級が存在する学校規模。学校全体の
児童数や指導方法等にもよるが、一般に教育上の課題が
極めて大きいため、学校統合等により適正規模に近づけ
ることの適否を速やかに検討する必要がある。地理的条
件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメ
リットを最大限生かす方策や、小規模校のデメリットの
解消策や緩和策を積極的に検討・実施する必要がある。



３ 学校規模がもたらす影響について
（３）学校種の例

義務教育学校
• 校長は１人。９学年の校務を一人の校長がつかさど
る。

• 標準学級数は１校あたり１８～２７学級。

• 小学校と中学校の両方の免許を持っていることが必
要。

小中一貫校
• 既にある小中学校を組み合わせて一貫教育を行う。

• 学校の立地によって施設形態がわかれる。

（１）施設一体型 → 同一の校舎

（２）施設隣接型 → 隣接する小中

（３）施設分離型

→ 離れた場所にある小中それぞれ学校に校長、

教職員（それぞれ所属の免許を所有）



４ 学校視察
（１）大沢小学校（通学区含む）及び東児玉小学校



４ 学校視察
（２）皆野町立三沢小学校【複式学級】

平成24年度より複式学級を実施（1-2年８名）。

平成25年度より２クラス複式（1-2年７名、3-4年１５名）

平成26～28年度は２クラス実施。（2-3年、4-5年）

平成29年度より５年生３名、６年生３名のため、

複式の学年を3-4年と5-6年に変更し、現在に至る。

令和4年度には全学年が複式学級になる予定。



４ 学校視察（２）皆野町立三沢小学校【複式学級】
授業時間割



４ 学校視察
（３）坂戸市立城山学園【小中一貫】



４ 学校視察
（３）坂戸市立城山学園【小中一貫】



４ 学校視察
（４）春日部市立江戸川小中学校【義務教育学校】



５ 施設維持及び新設の場合の費用推計について



６ 参考となる自治体


